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今月の納税

問税務課☎43-5213

国民健康保険税･･･・・・・･･【１期】

固定資産税･･･・・･･･・・・・・【２期】

納期限　８月１日(月)
《納期内に忘れず納付しましょう》

事業主のみなさん、
個人住民税の特別徴収していますか？

◆簡単にコンビニで納付！
　市税は、コンビニエンスストアで納付できます。
　平日に金融機関、市役所に行くことが難しい人など、
曜日、時間を気にすることなく営業時間内であればい
つでも納付できますので、お近くのコンビニエンススト
アをご利用ください。
　納付できる店舗は、納付書の裏面に記載されていま
す。なお、バーコードが印字されていない納付書や、納
期限が過ぎたものはコンビニエンスストアでは納付で
きませんので、市内等の金融機関、市役所窓口等で納
付をお願いします。

　 　

平
成
28
年
度
の
国
民
健
康
保
険

税
の
税
率
等
が
決
ま
り
ま
し
た
。

　

な
お
、税
率
に
つ
い
て
は
変
更

あ
り
ま
せ
ん
が
、課
税
限
度
額
や

軽
減
対
象
に
つ
い
て
変
更
が
あ

り
ま
す
の
で
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

（【
表
１
】
参
照
）

◆
課
税
限
度
額
の
引
上
げ

　

課
税
限
度
額
（
世
帯
主
に
お
支

払
い
い
た
だ
く「
年
間
の
保
険
税

額
の
上
限
額
」）
の
医
療
保
険
分
を

54
万
円（
現
行
52
万
円
）に
、後
期
高

齢
者
支
援
金
等
分
を
19
万
円
（
現
行

17
万
円
）
に
改
正
と
な
り
ま
し
た
。

◆
所
得
の
低
い
人
に
対
す
る
保

険
税
軽
減
の
対
象
世
帯
を
拡
大

　

前
年
中
（
平
成
27
年
１
月
～
12

月
）
の
総
所
得
金
額
等
の
合
計
が

国
の
定
め
る
基
準
額
を
下
回
る
世

帯
に
つ
い
て
、
均
等
割
額
と
平
等

割
額
の
一
部
が
軽
減
さ
れ
ま
す
。

　

平
成
28
年
度
か
ら
は
５
割
及
び

２
割
の
軽
減
対
象
が
拡
大
さ
れ
ま

す
。（【
表
２
】
参
照
）

※
軽
減
判
定
に
は
国
民
健
康
保
険
の
資
格
の

　

な
い
世
帯
主
の
所
得
金
額
も
含
ま
れ
ま
す

◆
年
金
か
ら
の
天
引
き
で

納
付
す
る
世
帯

　

申
請
す
る
こ
と
で
年
金
か
ら
の
天

引
き
を
口
座
振
替
に
よ
る
納
付
へ
変

更
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

▼ ５割軽減の拡大
改正前 33万円＋26万円 ×（被保険者数＋特定同一世帯所属者数＊）

改正後 33万円＋26.5万円 ×（被保険者数＋特定同一世帯所属者数＊）

▼ ２割軽減の拡大
改正前 33万円＋47万円 ×（被保険者数＋特定同一世帯所属者数＊）

改正後 33万円＋48万円 ×（被保険者数＋特定同一世帯所属者数＊）

【表2】平成2８年度の軽減世帯対象範囲の拡大

医療保険分
（0 ～ 74 歳）

後期高齢者支援金等分
（0 ～ 74 歳）

介護保険分
（40 ～ 64 歳）

所得割　　
（課税所得金額＊×税率） 7.7％ 2.0％ 1.7％

資産割　　
（固定資産税額×税率） 18.0％ 6.0％ 3.0％

均等割【1 人あたり】 2 万 6,500 円 7,400 円 8,000 円

平等割【1 世帯あたり】 2 万 4,600 円 6,600 円 4,100 円

課税限度額 　54 万円　
（52 万円）

19 万円
（17 万円）

16 万円
（16 万円）

【表1】平成2８年度の税率等 （ ）内は2７年度

国
民
健
康
保
険
税
の
28
年
度
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率
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！
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申
請
方
法　

制
度
を
利
用
す

る
た
め
に
は
申
請
が
必
要

で
す
。
申
請
書
は
長
寿
福
祉

課
に
あ
り
ま
す
の
で
必
要

事
項
を
記
入
、
押
印
の
上
、

長
寿
福
祉
課
へ
提
出
し
て

く
だ
さ
い
。

◆
添
付
資
料
と
し
て
、
預
貯
金

通
帳
の
写
し
が
必
要
で
す
。

◆
現
在
、
制
度
利
用
さ
れ
て
い

る
人
に
つ
き
ま
し
て
は
、
６

月
下
旬
に
更
新
案
内
及
び

更
新
申
請
書
を
送
付
し
て

い
ま
す
。
引
き
続
き
利
用
さ

れ
る
場
合
は
申
請
書
を
ご

提
出
く
だ
さ
い
。

申
請
方
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長
寿
福
祉
課
に
申

請
書
が
あ
り
ま
す
の
で
必
要
事

介
護
保
険
制
度
に
つ
い
て

  １

問
長
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福
祉
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☎
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５
２
１
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介
護
保
険
制
度
で
は
、
通
常
１
割

ま
た
は
２
割
負
担
が
原
則
で
す
が
、

社
会
福
祉
法
人
等
の
サ
ー
ビ
ス
事
業

所
で
介
護
サ
ー
ビ
ス
（
施
設
サ
ー
ビ

ス
・
シ
ョ
ー
ト
ス
テ
イ
サ
ー
ビ
ス
・

デ
イ
サ
ー
ビ
ス
・
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ

サ
ー
ビ
ス
）
を
利
用
す
る
場
合
、
条

件
を
満
た
し
、
認
定
を
受
け
れ
ば
利

用
者
負
担
が
軽
減
さ
れ
ま
す
。

　

介
護
保
険
施
設（
老
人
福
祉
施

設
・
老
人
保
健
施
設
・
療
養
型
医
療

施
設
）に
入
所
し
て
サ
ー
ビ
ス
を

受
け
る
場
合
、条
件
を
満
た
し
て

認
定
を
受
け
れ
ば
、居
住
費（
滞
在

費
）と
食
費
に
限
度
額
が
設
定
さ

利用者負担段階 対象者

第１段階
❶生活保護を受給している人
❷老齢福祉年金の受給者で本人と世帯全員（世帯分離してい
る配偶者含む）が市町村民税非課税の人

第２段階
世帯全員（世帯分離している配偶者含む）が市町村民税非課
税で、「本人の合計所得＋課税年金〔老齢年金等〕収入額＋非
課税年金〔遺族年金・障害年金〕収入額」が80万円以下の人

第３段階
世帯全員（世帯分離している配偶者含む）が市町村民税非課
税であって、第２段階以外の人

表1.軽減措置が受けられる対象者

利用者
負担段階

食費

居住費（滞在費）

多床室
（相部屋）

従来型個室 従来型個室 ユニット型
準個室

ユニット型
個室

特養 老健、療養 特養 老健、療養

基準費用額 1,380 円 840 円 370 円 1,150 円 1,640 円 1,640 円 1,970 円

第１段階 300 円 0 円 0 円 320 円 490 円 490 円 820 円

第２段階 390 円 370 円 370 円 420 円 490 円 490 円 820 円

第３段階 650 円 370 円 370 円 820 円 1,310 円 1,310 円 1,310 円

表2.負担限度額と基準費用額（１日あたり）

介
護
施
設
入
所
時
の
住
居
費
と
食
費
の
軽
減▲基準費用額は施設における平均的な費用を勘案して国が定めた費用額です。

　施設によっては、利用者負担額が基準費用額と異なる場合があります。

れ
、限
度
額
を
超
え
る
分
に
つ
い

て
は
介
護
保
険
か
ら
給
付
し
、利

用
者
の
負
担
を
軽
減
し
ま
す
。

社
会
福
祉
法
人
等
の
利
用
者
負
担
軽
減

対
象
者　

市
町
村
民
税
非
課
税

世
帯
の
人
で
、
次
の
❶
～
❺
の

条
件
の
全
て
を
満
た
す
人

❶
年
間
収
入
が
単
身
世
帯
で

１
５
０
万
円
、世
帯
員
が
１
人

増
え
る
ご
と
に
50
万
円
を
加
算

し
た
額
以
下
で
あ
る

❷
預
貯
金
額
が
単
身
世
帯
で

３
５
０
万
円
、
世
帯
員
が
１
人

増
え
る
ご
と
に
１
０
０
万
円
を

加
算
し
た
額
以
下
で
あ
る

❸
世
帯
が
居
住
用
家
屋
や
日
常
生

活
に
必
要
な
資
産
以
外
に
利
用

で
き
る
資
産
を
持
っ
て
い
な
い

❹
負
担
能
力
の
あ
る
親
族
に
扶
養

さ
れ
て
い
な
い

❺
介
護
保
険
料
を
滞
納
し
て
い
な
い

軽
減
額　

利
用
者
負
担
額
の
25

％
、
老
齢
福
祉
年
金
受
給
者
は

50
％
軽
減
さ
れ
ま
す
。

  ２

【軽減を受けられる市内事業所】

対
象
者 

同
じ
世
帯
（
世
帯
分

離
し
て
い
る
配
偶
者
含
む
）
の

誰
に
も
市
町
村
民
税
が
課
税
さ

れ
て
い
な
い
世
帯
（
非
課
税
世

帯
）
に
属
す
る
人
、
預
貯
金

▲詳しくは、市のホームページにも掲載しています

等
が
単
身
１
０
０
０
万
円
以
下
、

夫
婦
２
０
０
０
万
円
以
下
の
人

が
対
象
と
な
り
、
そ
れ
ぞ
れ
の

段
階
に
応
じ
て
軽
減
を
受
け
る

こ
と
が
で
き
ま
す
。

項
を
記
入
、
押
印
の
上
、
長
寿

福
祉
課
へ
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

◆
添
付
書
類
と
し
て
預
貯
金
通
帳

の
写
し
が
必
要
で
す

◆
現
在
、
制
度
を
利
用
さ
れ
て
い

る
人
に
つ
き
ま
し
て
は
、
７
月

に
更
新
案
内
及
び
更
新
申
請
書

を
送
付
し
ま
す
。
引
き
続
き
利

用
さ
れ
る
場
合
は
、
申
請
書
を

提
出
し
て
く
だ
さ
い

▶緑風館(広田） ▶緑風デイサービスセンター(広田） ▶みどりの家（広田）
▶南あわじ市伊加利デイサービスセンター（伊加利）▶特別養護老人ホーム
どんぐりの里（松帆） ▶どんぐりの里ショートステイ（松帆）▶どんぐりの
里デイサービスセンター（松帆） ▶幼老複合型うぃず（松帆） ▶特別養護老
人ホーム翁寿園(八木） ▶特別養護老人ホーム「太陽の家」（八木）▶特別養護
老人ホーム「太陽の家」短期入所生活介護事業所(八木）▶平成ホームヘルパ
ーステーション（八木） ▶老人デイサービスセンター「ケアセンター太陽の
家」(八木）▶三原デイサービスセンターやすらぎ（八木） ▶南あわじ市社会
福祉協議会訪問介護事業所（市） ▶やすらぎ訪問介護事業所（神代）▶特別
養護老人ホームすいせんホーム（賀集） ▶南淡デイサービスセンターやすら
ぎ（賀集） ▶小規模多機能施設 風らん（賀集）

　特別徴収とは、事業主（会社）が従業員の毎月の給与から個人住民
税を天引きし、市町に納入いただくものです。
　平成28年度の個人住民税は、平成28年６月分から平成29年５月
分までの給与から12回に分けて事業所を通じて納めていただきます。

特別徴収のメリット
　❶年４回納める普通徴収に比べ、毎月の給与天引きになるので、従
　　業員にとって１回当たりの納税額が少なくて済む。
　❷従業員が市役所窓口や金融機関等に出向く手間がなくなる。
　❸納付忘れを防ぐことができる。

　従業員が常時10人未満の事業所の場合は、市町に申請し承認を
受けることにより、年12回の納期を年２回にする制度も利用できます。
年の途中からでも普通徴収を特別徴収に切り替えることができますの
で、事業所を通じて申し出ください。

兵庫県および県内41市町は、平成30年度から
個人住民税の特別徴収を徹底します！

＊
特
定
同
一
世
帯
所
属
者
と

は
・
・
　
後
期
高
齢
者
医
療

制
度
の
対
象
者
の
う
ち
、
後
期

高
齢
者
医
療
制
度
に
移
行
す
る

ま
で
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険

者
で
あ
り
、
か
つ
、
そ
の
時
の

世
帯
主
と
そ
れ
以
後
も
同
一
世

帯
に
属
す
る
人
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課
税
所
得
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額
と
は
・
・

　
　

前
年
中
の
総
所
得
金
額
等（
収

入
か
ら
必
要
経
費
を
控
除
し
た

金
額
）
か
ら
基
礎
控
除
（
33
万

円
）
を
差
し
引
い
た
金
額


